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平成１９年度 庄原市当初予算の概要 
 

 

１ 地方財政計画        
 

 地方財政計画の規模は８３兆１，２６１億円（前年度比 ２４７億円減、０．０％減）となっ

ているが、基本方針２００６に沿って国の取組と歩調を合わせて、人件費、投資的経費、一般行

政経費の各分野において地方歳出を厳しく抑制することとし、地方一般歳出規模は１．１％の減

となっている。 

また、地方財政計画における一般財源総額（地方税、地方交付税、臨時財政対策債、地方譲与

税、地方特例交付金等）は平成１８年度を上回る５９兆２，２６６億円（前年度比０．９％増）

を確保している。 

歳入 

１．地方税収入見込額については、税制改正後において前年度当初見込額に対し、１５．７％増

の４０兆３，７２８億円（都道府県税にあっては２２．２％の増、市町村税にあっては１０．

５％の増）が見込まれている。主要税目では、市町村民税のうち所得割２１．３％の増、法人

税割３０．９％の増、固定資産税２．２％の増が見込まれている。この地方税収入見込額は地

方公共団体全体の見込額であり、地域の経済の実勢等に差異があることに留意する必要がある。 

２．地方譲与税は、前年度に比し３兆２３３億円（８１．０％）減の７，０９１億円の収入見込

みとなっている。なお、所得譲与税（前年度３兆９４億円）は、所得税から個人住民税への税

源移譲に伴い、平成１８年度をもって廃止となっている。 

３．地方特例交付金等の収入見込額は、総計３，１２０億円で、前年度に比し、５，０４０億円 

（６１．８％）の減となっている。 

なお、児童手当における制度拡充に伴う地方負担の増加について地方特例交付金（児童手当

特例交付金）で措置するとともに、減税補てん特例交付金が平成１８年度をもって廃止される

ことに伴う経過措置として特別交付金を交付することとしている。 

４．地方交付税に係る国の一般会計からの繰入れは、法定率分１４兆６，１９６億円であり、前

年度当初に比し８，７７１億円（６．４％）の増となっている。 

地方団体に交付される地方交付税の総額は、これに交付税特別会計剰余金等２，１５３億円、

前年度からの繰越分１兆５，２０８億円を加算し、交付税特別会計借入金に係る償還額 

５，８６９億円及び利子支払額５，６６１億円を減額した１５兆２，０２７億円であり、前年

度に比し７，０４６億円（４．４％）の減となっている。 

基準財政需要額については、「基本方針２００６」に沿って、平成１９年度より簡素な新し

い基準による基準財政需要額の算定（いわゆる新型交付税）を導入するとともに、「頑張る地

方応援プログラム」における地方交付税措置として、転入者人口、出生率等の成果指標を地方

交付税の算定に反映させることとしている。また、引き続き基準財政需要額の一部を臨時財政

対策債に振り替える措置を講じることとしている。なお、施設整備費の一般財源化に伴い充当
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された特別の地方債の元利償還金については、基準財政需要額に１００％算入することとして

いる。 

一方、基準財政収入額については、税源移譲によって財政力格差が拡大しないようにしつつ、

円滑な財政運営、制度の移行を確保するため、税源移譲に伴う増収分を当面１００％算入する

こととしており、平成１９年度は、所得税から個人住民税への税源移譲相当額及び地方特例交

付金がその対象となるものである。 

特別交付税の総額は、前年度に比し４．４％の減となっている。 

５．国庫支出金については、地方財政計画上０．３％程度の減になるものと見込まれる。 

６．地方債計画では、地方団体が当面する政策課題に重点的･効率的に対応しうるよう、公的資

金の重点化と地方債資金の市場化を一層推進しつつ、所要の地方債資金の確保を図ることとし

ており、総額は１２兆５，１０８億円（前年度比１兆４，３５８億円、１０．３％減）となっ

ている。このうち、普通会計分は９兆６，５２９億円で、前年度に比し１０．８％の減、公営

企業会計等分は２兆８，５７９億円で、前年度に比し８．７％の減となっている。 

  合併特例債により積み立てられた「地域振興基金」の取崩しは、当該積立てのために発行さ

れた合併特例債の元金償還が終わった額の範囲内で、取り崩すことが可能となった。 

  地方債資金については、郵政民営化に伴い郵政公社資金を廃止するとともに、公的資金の縮

減・重点化を引き続き図りつつ、所要の公的資金を確保することとしている。 

 

歳出 

１．一般行政経費については、経費全般について徹底した見直しを行い、重点化を図るとともに、

その節減合理化が求められている。 

一般行政経費（単独）については、既定の行政経費については自助努力による節減分を見込

みつつ極力縮減し、一体的かい離是正分を除き前年度に比し約０．９％減の１３兆３，５００

億円程度計上することとしている。 

２．投資的経費については、国の公共投資関係費は前年度比３．５％減とされたところであるが、

地方財政計画においては、投資的経費のうち直轄事業負担金については、前年度に比し、 

約０．９％増の１兆１，４００億円程度、補助事業費については前年度に比し約２．７％減の

５兆５，１００億円程度となる見込みである。 

  地方単独事業費については、前年度比１４．９％減の８兆５，９８４億円が計上されている

が、一般行政経費（単独）との一体的なかい離是正分を除いた伸び率は３．０％減であり、既

定経費の節減合理化や基金の活用などにより財源の確保に努めるとともに、「地域活性化事業」

等の活用を図り、基盤整備への重点化を図りつつ、生活関連基盤の整備や地域経済の振興等に

必要な事業の実施が求められている。 

３．公債費は、近年の投資的経費の抑制などにより、地方財政計画上前年度に比し１．１％程度

の減を見込むこととしているが、公債費に係る地方交付税措置や減債基金における既発債の償

還財源の積立状況等を考慮し、実質的な後年度負担の状況を把握しつつ年次償還計画を策定す

ることなどにより、中長期的観点に立った適切な財政運営に努めることが求められている。 



- 3 - 

４．公営企業会計繰出金については、「地方公営企業法」等に定める一般会計との間における経

費負担区分等の経営に関する基本原則を堅持しながら、地方公営企業の経営健全化等を推進する

など経営基盤の強化を図ることとされている。 

 

＜参考＞ 地方財政計画の伸び率推移                                    

（％） 

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

1.6 0.4 ▲1.9 ▲1.5 ▲1.8 ▲1.1 ▲0.7 ▲0.0

 
２ 本 市 の 財 政 環 境           
 
 平成１９年度予算編成にあたっては、財政推計を行う中で大幅な財源不足が想定されたため、

「持続可能な財政運営プラン（平成１８年度版）」を策定し、歳入確保と歳出削減に向けた取組

を行い予算編成に臨んだところである。また、この「持続可能な財政運営プラン」は、「公債費

負担適正化計画」及び「第１次庄原市実施計画」との調整・整合を図る中で全所属を挙げて取組

んだところであり、この結果として総額で約１０億７千万円の歳入確保・歳出削減の効果があっ

たところである。また、このほか、施設管理運営形態を見直すことなどによって、経費の節減に

努めたところでもあり、全体として緊縮型の予算編成となった。 

 一方、各地域の個性を尊重し、特色を活かしたまちづくり、全市の一体的かつ均衡ある発展や

一体感の醸成を図るため「第１次庄原市実施計画」に計上された事業を着実に推進していく必要

がある。このため、「第１次庄原市実施計画」のローリングを行ったものに基づき可能な限り事

業費の確保に努めたところである。 

 また、「１．定住促進プロジェクト事業」、「２．新産業創出事業」、「３．農業自立振興プ

ロジェクト事業」を重点事業と位置付け、自治振興区活動等を通した定住促進、木質バイオマス

の利活用の推進による新産業創出、農家所得の向上や地域農業の振興を目指す市独自の自立的農

林業振興施策を展開するものである。 

平成１９年度は、「庄原市」が将来に亘って持続的な発展を目指した自治体運営を展開すべき

正念場の年度と位置付け、厳しい財政状況を克服し、この地域にふさわしい行政サービスが提供

可能な分権型社会システムへの転換を図るとともに、魅力あるまちづくりに向けた事業展開の推

進を行わなければならない。 

 

 

３ 本 市 の 予 算 規 模           
 

 一般会計の予算規模は、２８５億３，０００万円で、平成１８年度当初予算額（３０２億 

３，８５６万円）対比で、５．７％減の超緊縮予算となっている。 

 特別会計においては、総額で１９６億５，３２９万円となり、前年度比で３億２，２５７万円
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（１．６％）の減となっている。 

 また、水道事業会計の１４億６，８４２万円、病院事業会計の１７億３，１９６万円、比和財

産区特別会計の２０８万円を含めた全会計は、５１３億８，５７６万円となり、前年度比で２１

億４，５０５万円（４．０％）の減となっている。 

 

 
４ 一 般 会 計 の 概 要           
 

歳 入 
 
① 市民税は、個人市民税で所得の伸びが見込めない中にあって、本格的な税源移譲と定率減税

の廃止に伴い２９．３％の大幅な増収見込みとなっている。この税源移譲については、所得税

は４段階の税率を６段階に細分化し平成１９年１月分から実施され、住民税については３段階

の税率から一律１０％（県民税４％、市民税６％）に変更され平成１９年６月分から適用され

ることとなっている。法人市民税については顕著な景気回復の基調が見られず対前年度比１．

４％増とほぼ横ばいの見込みとなっている。固定資産税については、全体的に前年度並の見込

みで、土地分が０．４％増、家屋分が２．３％増、償却資産については０．５％減の見込みで、

固定資産税全体としては１．２％の増収見込みとなっている。そのほか、軽自動車税が３．４％

の増、市たばこ税は販売本数の減を見込み４．５％の減、入湯税については入湯客の減を見込

み９．５％の減収と見込んでいる。市税全体では９．１％の増収の３９億７，２７３万円の見

込となっている。 

 

② 地方譲与税の収入見込額は５億７９３万円で対前年度比３８．８％（３億２，１９９万円）

の大幅な減収となっている。これは、三位一体改革に伴う税源移譲により所得譲与税が廃止さ

れることが大きな要因となっている。そのほか、自動車重量譲与税２．０％の減、地方道路譲

与税０．３％の減となっている。利子割交付金は１９．３％減の１，２４６万円、地方消費税

交付金は１．６％増の４億３，４８２万円、自動車取得税交付金は７．２％減の２億７，９０

３万円を見込んでいる。なお、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金を合わせて３，２５４

万円を見込んでいる。 

 

③ 地方特例交付金は、恒久的な減税に伴う地方税の減収の一部を補てんするため交付されてい

た減税補てん特例交付金が平成１８年度をもって廃止となっている。一方、平成１８年度にお

ける児童手当の制度拡充に伴う地方負担の増加と平成１９年度における制度拡充に伴う地方

負担の増加に対応するための児童手当特例交付金が継続して措置されている。なお、減税補て

ん特例交付金の廃止に伴う経過措置（平成１９年度から平成２１年度まで）として新たに特別

交付金が交付されることとなっている。平成１９年度の地方特例交付金全体では８０．４％減

の２，４４２万円を見込んでいる。 
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④ 普通交付税は、地方財政計画において４．４％減と大幅な減額となっているものの、当初予

算では前年度比３．３％増の１２２億７，０６９万円を計上している。増額要因としては、基

準財政需要額における公債費分の大幅な伸びと基準財政収入額における収入額の減などであ

る。一方減額要因としては、基準財政需要額における経常経費・投資的経費については地方財

政計画に基づき減額となる上、簡素な新しい基準による基準財政需要額の算定（いわゆる新型

交付税）への移行などが影響するものである。 

特別交付税については、地方財政計画において４．４％減が見込まれており年々減額傾向

にある。平成１９年度では、合併に伴う包括的財政措置を含めて平成１８年度予算額（１６億

４，４５０万円）の１．７％減の１６億１，７０８万円を見込んでいる。普通交付税と特別交

付税を合わせた地方交付税全体では２．７％増の１３８億８，７７６万円を見込んでいる。 

 

⑤ 分担金及び負担金は、前年度比６．７％増の３億６，２２７万円を見込んでいる。増額とな

った主な要因は、市立保育所運営費保護者負担金が３歳未満児の入所者数の増を見込んだこと

や、県営事業・小規模崩壊地復旧事業などの地元負担金が事業費の増に伴い増額となったもの

である。なお放課後児童クラブ利用者負担金については事業運営経費の増加に伴い、標準的な

利用者負担金を月額２，０００円から月額３，０００円に改定した。 

 

⑥ 国庫支出金は、過年発生公共災害復旧事業に係る国庫負担金の増額、都市計画費におけるま

ちづくり交付金の新規増額、農林水産業費における地域バイオマス利活用交付金の新規増額が

ある一方で、昨年度まで総務費の庁舎建設事業に充当していた合併市町村補助金の皆減、土木

費の上野総合公園整備事業が終了したことによる減額等があり、差引１．５％の減となってい

る。 

 

⑦ 県支出金は、広島県議会議員選挙費及び参議院議員選挙費に係る委託金の増、自立支援法の

施行に伴う自立支援給付費負担金や特別対策事業補助金の増、過年農地・農業用施設災害復旧

事業に係る補助金の増等があるものの、社会福祉法人等が実施する認知症グループホーム等の

整備に対する補助金の減、農業費の民間会社が起業するイチゴ栽培施設整備に対する補助金の

減額等により、５．２％の減を見込んでいる。 

 

⑧ 財産収入は、前年度比４５６．３％増の２億７２２万円を見込んでいるが、これは、地域振

興基金の運用による利子収入の増に加えて、庄原市農林業公社、ひば西城まちづくり開発公社

並びに東城町農林業公社が解散することに伴い、同公社への出損金・出資金の返納を見込んだ

ため大幅な増額となっている。 

 

⑨ 繰入金については、財政調整基金の残高が僅かとなっており、昨年「持続可能な財政運営プ

ラン」を策定し、繰入を行わない方針で予算編成に努めたところである。しかしながら、市税
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が予定していた額まで増収が見込めないことや、新たな行政需要の増加等によって２億７，０

００万円（前年度費▲５９．１％）の繰入を見込んでいる。地域振興基金については皆減とな

っている。公共施設整備基金については、第１次庄原市実施計画に掲載された各地域事業の計

画的かつ着実な推進のため１億８１９万円の繰入れを見込んでいる。また、本庁舎建設事業の

ため、庁舎建設基金を２億２，５３４万円繰入れることとしている。繰入金全体では前年度１

３億５，３５６万円を繰入れて予算編成を行ったが、本年度は６億９３８万円とし５５．０％

の大幅な減となっている。 

 

<参 考> 財政調整基金等取崩しの推移               （当初予算比較） 

年  度 財政調整基金 減 債 基 金      土地開発基金
その他特定 

目的基金 
合  計 

平成17年度 4億9,000万円 0万円 0万円 2億1,654万円 7億654万円

平成18年度 6億6,000万円 0万円 0万円 6億9,140万円 13億5,140万円

平成19年度 2億7,000万円 0万円 0万円 3億3,838万円 6億838万円

 

 

⑩ 市債については、第１次庄原市実施計画における全域事業や地域事業等に係る財源として総

額３３億１，７００万円を計上している。事業別では、合併特例事業が１４億５，５６０万円

で最も多く、次いで臨時財政対策債７億９，４７０万円、過疎対策事業の４億３，５５０万円、

をそれぞれ見込んでいる。 

 

 

 歳  出 
 

① 総務費の財産管理費では、昨年度設定した継続費による本庁舎建設事業費１１億４，６３４
万円を計上し、物件移転補償、別館解体撤去工事、新庁舎建設工事等を行うこととしている。 

企画費においては、国の地域バイオマス利活用推進・整備交付金を活用し、学校等へのペレ

ットストーブの整備、民間企業が行うバイオエタノール量産化に向けた実証実験設備の整備費

助成、木質（チップ）ボイラーの設置費助成を行うとともに、単独事業としてバイオエタノー

ル量産化実証実験棟の建設費や木質バイオマスエネルギー事業化推進会議負担金を計上して

おり、バイオマス産業団地構想の具体的な事業化に向けた施策展開を図る。 

自治振興費では、自治振興区活動の支援と活動活性化のため自治振興区振興交付金、活動促

進補助金、自治振興区の除雪活動用除雪機購入経費や地域リーダー育成事業に係る経費を継続

計上するとともに、新規事業として、「待っとるよ！庄原定住プロジェクト」の一環として自

治振興区が取組む定住促進活動への補助金、起業支援補助金、庄原地域８公民館の自治振興セ

ンター移行に伴う指定管理委託料、特別交付金、東自治振興センター改修経費を計上している。 

情報推進費では、財務会計システムなど電算システムの運用支援経費や「ｅ－しょうばらネ
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ット」の運用経費、高速無料インターネットのアクセスポイント４箇所の整備経費等を計上し

ている。 

国際交流経費では、中国綿陽市からの友好訪問招へい、庄原市友好訪問団及び庄原市消防代

表団の綿陽市訪問、外国青年招へいを予定している。 

生活交通対策経費については、生活交通路線維持に要する経費、地域生活バス等の運行経費

の計上に加え、生活交通再編計画策定に係る経費や国・県と協調して行う交通系ＩＣカード導

入補助金を新規計上している。 

平成１９年度より県からの権限移譲事務として旅券事務を新規に取り扱うこととしており、

関連して県証紙・印紙等の売捌き事務を行うこととしている。 

また、市税の滞納整理強化の取組として、徴収困難高額滞納事案について、徴収アドバイザ

ーの支援を受けることとし、旅費、アドバイザー委託料、専門職員派遣負担金を計上したとこ

ろである。 

その他、広島県議会議員選挙、参議院議員選挙、土地改良区（庄原・高野）総代選挙の経費、

事業所・企業統計調査事業経費、商業統計調査経費、就業構造基本調査経費等の指定統計調査

経費を計上しており、総務費全体では、４８億２，１６０万円となっている。 

 

② 民生費の社会福祉総務費では、「社会福祉協議会支援事業」や健康増進施設である「リフレ

ッシュハウス東城」「高野温泉神之瀬の湯」「比和あけぼの荘」の管理運営経費を計上してい

る。 

老人福祉費では「高齢者等生活支援事業」「ひとり暮らし高齢者等巡回相談事業」「家族介

護支援事業」や「介護保険特別会計繰出金」等を計上している。 

障害者福祉費では、障害者自立支援法の施行に伴う障害保健福祉施策を総合的に実施するた

め、自立支援事業、地域生活支援事業、障害者支援事業等を行うこととしている。なお、新規

事業としては、スポーツ・レクリエーション教室の開催や市内福祉マップの作成に加え、国の

障害者自立支援臨時交付金を活用した県の補助事業として、事業者に対する激変緩和措置補助

金や障害者自立支援法の円滑な施行のための事業費を計上している。 

「乳幼児等医療費助成」については、一部負担を導入するものの、単独事業として対象児童

を小学３年まで拡大し制度充実を図っている。また、老人保健医療事業については、広島県の

全市町で構成する「広島県後期高齢者医療広域連合」を組織し、被保険者の資格管理や医療給

付等の準備事務を行うこととしており、所要の負担金を計上している。なお、本格的な制度運

用は平成２０年４月１日となっている。 

人権推進費では、３地域の隣保館（庄原・西城・東城）を廃止し、庄原市ふれあいセンター

については指定管理による管理運営形態に変更する。また、組織機構の見直しを図る中で人権

推進課を廃止するが、人権啓発事業、男女共同参画推進事業等については所管を変更し事業推

進を図ることとしている。 

児童福祉費では、板橋保育所と実留保育所を統合することから「敷信みのり保育所」を新築

したところであり、この管理運営業務を㈱敷信村農吉に指定管理委託し、民間経営手法の導入
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による保育サービスの充実を図っていく。 

少子化対策の観点から、全市的な子育て推進事業、ファミリーサポート事業等を実施し、安

心して産み、育てられる環境づくりに引き続き努めるとともに、出産祝い金を交付し子育て環

境の充実を図る。本年度では、総領地域において地域子育て支援センターを立ち上げるととも

に、旧板橋保育所及び旧美古登保育所の施設を子育て支援施設とし、保護者の子育て負担や不

安を軽減し、情報提供や交流の場として子育て支援事業の拡充を図っている。 

また、昨年度に引き続き、児童手当制度が拡充されることとなっており、所要額を計上して

いる。 

生活保護事業では、生活に困窮する世帯や就労希望者への就労相談や相談支援を行う「生活

保護就労支援員」を設置し、自立の助長を促進する。 

民生費全体では、５４億２，６４２万円で前年度比１９．０％の減となっている。 

 

③ 衛生費の保健衛生総務費では、救急医療対策として休日・夜間の診療体制の確保、庄原赤十

字病院増改築資金の助成、各地域にある診療所の管理運営経費を計上している。 

生活習慣病対策費では、健康教育事業、健康相談事業、健康診査事業、訪問指導事業に係る

所要額を計上している。人間ドック受診に係る個人負担額については他団体とのバランスを図

る中で見直しを行ったところである。 

母子保健費及び予防費では、「乳幼児健康診査事業」「妊婦一般健診事業」「インフルエン

ザ等予防接種事業」などを実施し、市民の健康づくりを推進する。このうち乳幼児歯科保健対

策については、従来から１歳６か月児、３歳児健診で実施しているが、２歳児を対象とした歯

科健診を全域で実施し、乳幼児の健全な発育を図る。また、インフルエンザに係る個人負担額

については見直しを行ったところである。 

清掃費では、「リサイクルプラザ」「東城ＲＤＦ化施設」をはじめ、ごみ・し尿の処理を行

う６つの廃棄物処理施設の管理運営経費を計上している。また、昨年度着手した環境行政の基

本となる環境基本計画策定事業、濁川町の旧一般廃棄物最終処分場閉鎖事業を引き続き実施す

ることとしている。 

飲料水確保事業としては、４０基分の補助金を計上している。 

衛生費全体では１８億５，２４７万円で前年度比９．８％の減となっている。 

 

④  農林水産業費では、庄原市独自の自立的農林業振興の方向性を定め、国・県の支援が受けら
れない小規模農家等の育成を目指し、農家所得の向上と地域農業の振興を図るため、昨年度に

引き続き、「営農指導員設置事業（拡大）」「儲ける農業モデルづくり事業」「土づくりによ

る地域ブランド化事業」「和牛共同飼育推進事業」「かんたん就農塾事業（新規）」などに取

組む。また、農業自立振興プロジェクトに基づく各種事業の早期具体化・実施・展開を図るた

め、㈱庄原市農林振興公社へ「農業自立支援プログラム実践業務」を委託実施することとして

おり、これら農業自立振興強化事業費を計上している。 

１７年度から始まった新対策中山間地域等直接支払事業として５億８，４９５万円の交付金
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を計上している。また、農地・水・環境の良好な保全と質的向上を図る地域共同の取り組みに

対する交付金制度が創設されたのに伴い、共同活動支援、営農活動支援としての協議会負担金

を計上している。 

林業振興については、枝打ち・間伐等による人工林の整備、松くい虫防除、スギ・ヒノキ病

害虫被害対策経費、有害鳥獣駆除対策経費等を計上している。森林整備地域活動支援事業につ

いては、本年度から第２期対策が始まり、所要額を計上している。 

その他、地籍調査事業（東城・総領）、県営土地改良事業（溜池４箇所、農免農道高茂金田

線、広域営農団地農道東城２期、備北西部地区広域農道、ほ場整備工事）の負担金、ほ場整備

事業経費（２地区）、基盤整備促進事業経費（農道４路線）、林道整備事業経費（４路線）、

小規模崩壊地復旧事業等を計上している。 

農業集落排水費では、山内地区整備（最終年度）と高野湯川地区の整備を計画しており農業

集落排水事業特別会計操出金２億５，９４６万円を計上している。 

農林水産業費全体では、２０億８，５６７万円となっている。 

 

⑤  商工費では、中心市街地の賑わいと活力を再生するため、市民によるイベント活動や文化活
動の支援の拠点施設として「交流サロンラッキー」を引き続き設置するとともに、「楽笑座」

を活用したまちなかイベント事業等の実施を支援する。東城地域においては、まちなか商店街

を舞台に地域の資源を活かしたまちなみ散歩ギャラリーを継続するとともに、「東城らしいま

ちなみの魅力」再生に向けたまちなみ活性化事業計画の検討・調査を行う。 

地域の新たな産業起こし、地域産業の活性化を図るため、しょうばら産学官連携推進機構へ

の負担金、商工会議所及び商工会運営費・事業費の助成経費を計上した。 

また、市内の中小企業者の企業活動を支援し、育成振興を図るため、中小企業振興事業、中

小企業融資資金信用保証料補助事業等を進めるとともに、製造業を中心とした積極的な企業誘

致活動を行う。 

観光・交流施策については、観光ワークショップ活動推進事業、観光キャンペーン推進事業

の展開により年間２２１万人の観光入込み客を更に拡大するとともに、里山の文化や農林業資

源などの地域資源を活用した観光振興に取組む。また、クロカンパーク、鮎の里公園、かさべ

るで、リストアステーション、なかつくに公園などの施設維持管理経費と各市町で実施してき

た地域イベントの支援経費を計上した。 

新たに、「待っとるよ！庄原定住プロジェクト」事業の一環として、商工費では、起業支援

事業、空家活用改修費助成事業、庄原応援団結成準備事業など新規施策経費を計上している。 

商工費全体では、４億１，９８３万円を計上している。 

 

⑥  土木費では、第１次庄原市実施計画に基づき、道路修繕工事及び道路新設改良工事を計画的
に整備・推進することとし所要の事業費を計上した。地方道路整備臨時交付金事業については、

常定線（口和）、南上市線（高野）、山家線（総領）の各路線の改良経費を、道整備交付金事

業については、市幹線（庄原）、本郷線（庄原）、馬場瀬線（西城）、桑垣内線（口和）、松
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木谷線（比和）の改良経費を計上した。道路橋梁費全体では１５億７，５６０万円となってい

る。 

都市計画費については、街路事業費において、本町新庄線第２期の測量設計、街路交通調査

設計及び県事業である都市計画道路高小路線の改良負担金を計上した。 

昨年度策定した都市再生整備計画（庄原）に基づき、国のまちづくり交付金事業の採択を受

け都市計画道路東新町宮の下線、紅梅通り・まちなか広場整備、土地区画整理事業の都市計画

変更などの事業に着手する。上野総合公園第１期の整備については昨年度で事業が完了し、供

用開始の運びとなった。都市計画費全体では、８億６，０７５万円となっている。 

住宅費は「口和中央ハイツ」の整備経費と新規事業として市営住宅火災報知器設置事業に着

手する。この火災報知器設置については、消防法等の法改正により、５か年計画により市営住

宅全戸に火災報知器を設置する計画である。また、本市の総合的な住宅政策の基本方針と既存

市営住宅の活用計画を定める住宅マスタープランを策定する。 

土木費全体では、２７億９，９６３万円となっている。 

 

⑦  消防費は、常備消防費において備北地区消防広域行政組合の負担金として所要の経費を計上
したほか、消防団協力事業所表示プレートの整備経費の計上や、小型動力ポンプ積載車の更新、

小型ポンプ付積載車の更新、防火水槽整備工事など消防施設の整備を図ることとしている。 

防災費では、広島県総合行政通信網のデジタル化対応整備に対する負担金を新たに措置した

ほか、所要の防災対策経費を計上し、消防費全体で１１億２，０３４万円を計上した。 

 

⑧  教育費は、小中学校における教育活動について、学習指導及び不登校をはじめとする生徒指
導上の諸課題の解決並びに教育相談体制の充実を図るため、学校教育専門員、子どもと親の相

談員、教育交流教室指導員、学校教育相談員をそれぞれ１名配置している。また、小・中学校

の学力テスト、中学生が連続した職場体験学習をする「キャリア教育推進事業」の実施、「総

合的な学習の時間」等を活用した「特色ある学校づくり」事業など、更なる学力の向上と将来

設計能力の養成を図る学校教育の充実を図ることとする。   

小・中学校で実施している「英語活動事業」「ＡＬＴ招致事業」については、引き続き、英

語に慣れ親しむことによりコミュニケーション能力の育成を図るとともに、国際理解への充実

を図ることとしている。 

学校給食費では西城地域と高野地域において、学校給食共同調理場の整備を行う。昨年度、

新たに整備した庄原学校給食共同調理場の完成により、庄原小学校、東小学校、庄原中学校の

３校の給食共同調理が始まるため、所要額を計上している。 

生涯学習の推進については、庄原地域の地区公民館８館を、自治振興区活動の活動拠点とし

て自治振興センターへ移行するとともに、これまで各公民館で展開してきた生涯学習活動につ

いては委託事業として実施し、生涯学習の推進を図ることとする。 

また、施設整備については、高野スポーツ広場の野外ステージ施設の整備を予定している。

現在建設中の地域高規格道路（江府三次線）の事業区域内にある埋蔵文化財の発掘調査を広島
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県より受託し、建設改良の促進に努める。市内各地域で継承され親しまれている指定（国・県・

市）無形民俗文化財を一堂に会して公演する「庄原市民俗芸能大会」の開催を新規に計画して

いる。 

体育スポーツの振興については、市民一人１スポーツの実現をめざし、各種スポーツ活動へ

の参加機会の充実、社会体育団体の育成や活動の支援を行うこととし、各種スポーツ大会の開

催、運営支援経費、各社会体育施設の管理運営経費を計上した。人権教育の推進については、

市民の人権意識の高揚と人権教育の推進を図るため、人権教育講座等を開催する。 

  教育費全体では２３億１，５５５万円となった。 

 

⑨ 公債費は、前年度より５億１，６６５万円（８．１％）増の６８億６，３９４万円を計上し

ている。この内、元金償還額は５９億１，２６７万円で、平成１９年度末現在高見込額は５４

５億３，９２７万円となり、平成１８年度末より２５億９，５６７万円（４．５％）減の見込

みとなっている。 

 

 

５ 特 別 会 計 の 概 要           
 

１ 住宅資金特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 ２２，５４８ ２５，８２５   ▲３，２７７ ▲１２．７ 

２）予算概要 

 住宅資金貸付に係る地方債の元利償還金と貸付金の徴収経費を計上している。平成19年度末

の地方債残高は８，２５６万円と見込んでいる。 

 歳入については、貸付金元利収入を１，７１６万円計上している。 

 

２ 歯科診療所特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 ２４，４１６ ２６，５２０ ▲２，１０４ ▲７．９

２）予算概要 

 総領歯科診療所の運営に係る経費を計上している。総務費では診療報酬委託料、光熱水費等

を計上している。公債費では元金・利子の償還金を計上している。 

 歳入については、外来収入を２，０７８万円計上している。 
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３ 国民健康保険特別会計 

 

１） 予算規模                           （単位：千円，％） 
区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 ４，５２５，０３９ ４，２６０，５２７ ２６４，５１２ ６．２

２）予算概要 

 予算規模は、前年度に比較して６.２％の増となる。歳出におけるこの主な要因は、平成 

１８年度の医療制度改正に伴い創設された保険財政共同安定化事業の拠出金３億７，３４０万

円、高額医療費共同事業拠出金の算定方法の変更等に伴う拠出金の増加９８２万円、退職被保

険者の増加による退職被保険者分の保険給付費５,５０６万円の増加によるが、一般被保険者

の減少により一般被保険者分の保険給付費１億１,７５８万円、老人保健拠出金４,５９７万円

減額となっている。歳入では、一般被保険者分の療養費の減少に伴う療養給付費等負担金、財

政調整交付金が合わせて８，７０９万円減額となったが、平成１８年度から創設された保険財

政共同安定化事業の交付金３億８,７８６万円、退職被保険者の増加に伴う療養給付等交付金

４,４５１万円が増加している。国民健康保険税は退職被保険者の増加、介護納付金分の税率

見直しによる増加と一般被保険者の減少に伴う税収減を差し引くと１,０２８万円の減少とな

った。この結果、財源不足を補うため財政調整基金からの繰入金９,７００万円を見込んでい

る。 

 

４ 国民健康保険特別会計（直診勘定） 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 ９１，７２９ １０４，５６８ ▲１２，８３９ ▲１２．３

２）予算概要 

 国民健康保険総領診療所の運営に係る経費を計上している。総務費では職員４名分の人件費、

派遣医師負担金、診療所一般管理経費等を計上している。なお、診療待合室にペレットストー

ブ１台を設置することとしている。医業費では医薬材料費、医療用消耗品等を計上している。 

歳入においては、診療収入８，４６５万円、事業勘定繰入金３９９万円、ペレットストーブ

の設置に充当するため基金繰入８５万円を見込んでいる。 

 

５ 老人保健特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 ６，９８９，２３６ ６，９６１，００７ ２８，２２９ ０．４

２）予算概要 
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 平成１４年１０月の老人保健医療制度の改正により、対象年齢が段階的に７５歳に引き上げ

られているため、平成１９年１０月まで受給者数は減少することになり、平成１９年度の月平

均は前年度より約300名少ない9,640名を見込んでいる。 

 また、平成１８年度の制度改正では、一定以上所得者の負担割合が１０月より３割に、併せ

て課税世帯の外来・入院に係る自己負担限度額がそれぞれ引き上げられたところである。 

 一方、急速な人口の高齢化や医療の高度化により、医療費は年々増大している。受給者一人

当たりの年間給付額は、前年度より約１万９千円多い７２万２千円を見込んでおり、受給者数

は減少するものの、給付費としては、前年度より２,７７８万円多い６９億６,４６８万を予算

計上している。 

 一般会計からの繰入金は、給付費の増及び公費負担割合の段階的引き上げ措置により前年度

より１,７９９万円多い５億６,０２４万円を計上している。 

 なお、現行の老人保健制度に替わって、平成２０年度から広域連合（平成１９年２月１日発

足）を運営主体とする新たな後期高齢者医療制度が創設されることになっている。 

 

６ 介護保険特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 ４，２２５，６６６ ４，２７６，０３３ ▲５０，３６７ ▲１．２

２）予算概要 

予算規模は、地域支援事業や新介護予防事業による要支援・要介護認定者の増加傾向の抑制

や、介護療養型医療施設から療養型医療施設への転換などにより、前年度比１．２％の減額と

なる。 

歳出では、居宅介護サービス費について、制度の定着とサービス利用者の増加により１億６，

６５４万円の増を計上している。 

また、施設介護サービス費は１億１，３７５万円の減となるが、これは平成１８年度におい

て介護療養型医療施設が８６床療養型医療施設へ転換したことによるものであり、高額介護サ

ービス費は新たな利用者負担段階の創設による給付対象者の増加により３，０２９万円の増を

計上している。 

さらに介護予防サービス計画給付費は、介護報酬単価が大幅に切り下げられたことにより 

７，８６１万円の減を計上し、要支援者に給付していた支援サービス給付費については、制度

改正により介護予防サービス給付費に移行したことにより皆減とし、給付費総額は３２８万円

の微増となっている。 

地域支援事業は食の自立支援事業に係る委託料の９５パーセントを介護予防特定高齢者施

策から任意事業に移行させるとともに、包括的支援事業の平成１８年度電算システム導入が完

了したことなどにより３，６３６万円の減を計上した。 

歳入では、介護保険料が被保険者数の減少により２１１万円の減。施設サービスに対する国
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庫負担率が２５パーセントから２０パーセントに引き下げられ、県負担金が１２．５パーセン

トから１７．５パーセントに引き上げられるとともに、介護給付費見込額に対する地域支援事

業費の割合が２パーセントから２．３パーセントに引き上げられたことなどにより、国庫負担

金７，３０７万円の減、国庫補助金８７０万円の増、支払基金交付金３，９２０万円の減、県

負担金７，６６９万円の増、県補助金３８４万円の増をそれぞれ見込んでいる。 

一般会計繰入金については、介護給付費繰入金１４０万円の増、事務費等に係るその他の繰

入金７９９万円の減、地域支援事業の繰入金４，６６３万円の減となる。 

また、介護給付費に対する保険料の不足分を介護給付費準備基金から２，８００万円繰入れ、

全体としては５，０３７万円の減を計上している。 

 

７ 介護保険サービス事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 １０２，３５３ ９６，２５２ ６，１０１ ６．３％ 

２）予算概要 

介護保険法に規定する地域支援事業のうち、包括的支援事業を実施するため平成18年度から

設置した事業会計である。 

７箇所に設置した地域包括支援センターにおいて、①「新介護予防給付」のケアプラン作成

（指定介護予防支援）、②介護認定とならない虚弱者に対するケアマネジメント（介護予防ケ

アマネジメント）③総合相談窓口、実態把握、虚弱高齢者の早期発見（総合相談支援）、④高

齢者の虐待防止・早期発見、成年後見制度利用支援（権利擁護事業）、⑤ケアマネジメント支

援、困難事例指導（包括的・継続的マネジメント）などを行う。 

歳入については、ケアプラン作成に係る介護予防給付費収入と保健事業勘定繰入を見込んで

いる。 

 

８ 公共下水道事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 １，４７４，３４９ １，７９６，９０２ ▲３２２，５５３ ▲１８．０

２）予算概要 

 庄原処理区については前年度においてほぼ管路築造工事が完了し、本年度では３基目のＯＤ

槽の増設を計画している。また、新庄町・板橋町・是松町ほかで進めている特定環境保全公共

下水道事業は、管路築造工事（Ｌ＝3,900ｍ）を計画している。東城処理区については、管路

築造工事（Ｌ＝1,400ｍ）を計画している。 

 歳入では、使用料を２億４，８４１万円見込んでいる。一般会計繰入金は、４億７，０９１
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万円を計上している。 

 

９ 農業集落排水事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％）  

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 １，１０７，８５３ １，５２０，５１７ ▲４１２，６６４ ▲２７．１

２）予算概要 

 庄原地域では一ツ木地区、川手地区に続いて山内西地区の全域と東地区の一部を一昨年度か

ら供用を開始した。山内西地区は本年度が事業最終年度となり全域が供用開始区域となる。あ

わせて管路整備よりコスト縮減が図られる浄化槽設置（５基）工事を併行して実施する。 

高野地域では、高野中央地区は昨年度から全域供用開始となり、湯川地区については、管路

測量設計、管路整備（Ｌ＝2,000ｍ）等を計上している。 

西城地域では、既に供用開始を行っており施設の維持管理経費を計上している。 

 歳入では、分担金について、山内地区・湯川地区分で３，０４８万円、使用料は、庄原地域・

西城地域、高野地域分を５，７２７万円見込んでいる。 

一般会計繰入金は、２億５，９４６万円を見込んでいる。 

なお、本年度から事業着手を予定していた高地区については、浄化槽による整備に計画を見

直したところである。 

 

10 浄化槽整備事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％）  

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 ３３１，０２５ １８２，３５６ １４６，６６９ ８１．５

２）予算概要 

公共下水道認可区域外及び農業集落排水事業採択区域外における水質保全と住みよい生活

環境の整備に向けて、庄原市が事業主体となって合併処理浄化槽を整備するものであり、本年

度から全市的に事業展開を図るもので全１９５基を予定している。また、既設の個人管理浄化

槽についても一定の条件のもと、市への帰属管理を実施する予定である。 

 歳入では、分担金を１億４，０７０万円、使用料を１，６３８万円見込んでいる。 

一般会計繰入金は、１，６５５万円を見込んでいる。 
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11 簡易水道事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％）  

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 ３４２，７９４ ３４７，４４２ ▲４，６４８ ▲１．３

２）予算概要 

総務費では、西城地域の西城地区、常納原地区、三坂地区の３箇所、東城地域の三坂地区、

帝釈地区、久代東地区の３箇所、口和地区、高野地区、比和地区、総領地区合わせて１０地区

の維持管理経費等を計上し、安全かつ安定的な飲料水の確保に努める。 

 施設整備事業費では、東城三坂地区の簡易水道を上水道事業に統合整備するための変更認可

申請書作成経費を計上している。 

歳入では、使用料を１億２，８２８万円見込んでいる。 

一般会計繰入金は、２億２７万円を見込んでいる。 

 

12 工業団地造成事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 ４０４，０２１ ５６，５２４ ３４７，４９７ ６１４．８

２） 予算概要 
 本年度は、借換えした地方債３億４，７４０万円の償還年度となっているため、予算規模は

前年度比６１４．８％と大幅な増加となっている。この償還にあたっては、再度、借換え債を

発行し対応することとしている。また、本年度の分譲については、３，０００㎡（法面を含む）

の売却を見込んでおり、不動産売払収入４，７４０万円を元金償還に充当する計画としている。 

 歳出では分譲地の測量業務委託料及び元利償還金を計上している。 

一般会計繰入金は、９１７万円を見込んでいる。 

 

13 宅地造成事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 １２，２６５ １４，５３１ ▲２，２６６ ▲１５．６

３） 予算概要 
全体で７区画分の分譲地を整備しており、これまで１区画を分譲済みである。本年度の分

譲については、残り６区画の分譲を見込んでおり、財産売払収入１,４５３万円を元利金償還

に充当する計画としている。 

 歳出では分譲地の維持管理委託料及び元利償還金等を計上している。 
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14 ダム対策特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成１９年度 平成１８年度 増減額 増減率 

予算額 ０ ３０６，８６１ 皆 減 皆 減 

２）予算概要 

 灰塚ダムの完成に伴い平成１９年４月１日で特別会計を廃止する。灰塚ダムに関連する用地

や施設の維持管理経費については一般会計に所要額を計上している。 

 


